
組織名

所在地

TEL

FAX

URL

e-mail

設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2021年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 4 人

うち常勤研究員数 0 人
非常勤研究員数 0 人

庶務体制

市民参加、外部連携

その他（具体的に：                             ） 
特に行っていない　

会長所在地である越谷市の政策課が事務局となり、庶務を所掌している。

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　

２　組織動向

埼玉県東南部地域に位置する５市１町は、昭和40年に埼玉県東部清掃組合（現在の東埼玉資源環境組合）を組織し、ごみ
及びし尿の共同処理を図ってきたが、その他の広域的な行政課題についても連携を図るべく埼玉県東南部都市連絡調整
会議（任意の協議会）を設立した。

次の事業を行なうこと
1　本地域における広域的な行政課題及び共同事業による行政の効率性の追求に関する調査研究
2　本地域における広域的な連携を図る事業
3　その他目的達成のために必要な事業

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

http://www.saitamakentounanbu.jp/

seisaku@city.koshigaya.lg.jp

平成3年5月27日

草加市・越谷市・八潮市・三郷市・吉川市・松伏町

会長　越谷市長　福田　晃

埼玉県東南部都市連絡調整会議

１　組織概要

埼玉県越谷市越ヶ谷四丁目２番１号

048-963-5167（直通）

048-965-6433



（３）会計

2021年度予算 千円　
2020年度決算 千円　
2019年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

調査研究名

DX（デジタルトランスフォー
メーション）に関する調査研
究

広域的な外国人支援施策に
関する調査研究

調査研究の概要

４　特記事項

　デジタル社会の構築に向けて、自治体のDXを推進するにあたっては、住民に最も身近な行政を担う市区町村の役割は大
きく、全ての自治体が足並みを揃えて取組むことが求められており、当連絡調整会議においても共通の課題であると考えら
れる。
　本調査研究では、自治体DXの推進に向けた取組み及び課題等について情報共有、整理分析を行い、各市町における円
滑なDXの推進に寄与することを目的としている。

　当連絡調整会議の構成する市町（以下「構成市町」という。）に在住する外国人は、令和３年５月時点において、約２万６千
人を数え、直近の５年間で約８千人増加しており、今後も在住する外国人は、増加することが予想される。
　本調査研究では、構成市町に在住する外国人を取り巻く現状・課題や構成市町の取組み等について、情報共有、整理分
析を行い、構成市町における円滑な多文化共生の推進に寄与することを目的としている。

５　2021年度に実施した調査研究

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

３　活動動向

（１）活動実績　　

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：調整会議の基本指針において、重点的に取り組むこととされたものから選択） 

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

52,275
47,669

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
負担金収入

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

45,887


